予算要求資料
平成３１年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：青少年対策費
	事業名　姉妹県青少年ふれあい事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　環境生活部　私学振興・青少年課　青少年係　電話番号：058-272-1111（内2428）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11151@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　2,055千円（前年度予算額：1,201千円）
　＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産収 入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,201
	0
	0
	0
	0
	0
	200
	0
	1,001

	要求額
	2,055
	0
	0
	0
	0
	0
	200
	0
	1,855

	決定額
	2,055
	0
	0
	0
	0
	0
	200
	0
	1,855


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　　本県と鹿児島県は、昭和46年7月に姉妹県盟約を締結して以来、人的交流をはじめ観光・農業などの産業分野やスポーツ・防災など幅広い分野での交流を実施してきた。

　　　　そのなかで、昭和47年から両県の青少年の訪問交流を実施しており、次代を担う人材が歴史と自然を通して先人の残した偉業を学ぶことで、郷土建設への意欲を高めるとともに、協調性、自立性を育成している。
（２）事業内容

　　　【隔年訪問】本県と鹿児島県の青少年が１年交代で訪問する。

　　　　　・平成30年度は、岐阜県青少年19名が鹿児島県を訪問し、鹿児島県青少年20名とともに、薩摩義士の史跡の視察やグループ討議等の交流事業を実施。
・本事業に参加した青年が中心となっている民間の交流団体（岐阜県「さつまの会」、鹿児島県「美濃の会」）が本事業及び事前研修の運営を支援。
（３）県負担・補助率の考え方

	　　　　
	岐阜県負担
	岐阜県参加者

自己負担

（岐阜県収入）
	鹿児島県負担
	鹿児島県参加者

自己負担

（鹿児島県収入）

	鹿児島県訪問年
	往復交通費
	１万円×20名
	滞在経費全て
	１万円×20名

	岐阜県訪問年
	滞在経費全て
	１万円×20名
	往復交通費
	１万円×20名


　H31年度は「岐阜県訪問年」（鹿児島県参加者が岐阜県を訪問）
（４）類似事業の有無
　　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	98
	

	消耗品費
	10
	

	委託料
	1,917
	参加者移動費、宿泊費、交流活動の実施等

	使用料及び賃借料
	30
	会議室借上

	合計
	2,055
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

      　岐阜県青少年健全育成計画

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　本県と姉妹県盟約を締結している鹿児島県との間で青少年の訪問交流を実施することで、宝暦治水などによる両県との関わりについて次代を担う若者の理解、認識を深め、後世に渡り両県の友好関係を継続していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
（前々年度末時点）
	目　標
	達成率

	　

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	　
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	鹿児島県との交流が目的であるため、指標を設定することになじまないため。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

【第４７回姉妹県青少年ふれあい事業】（H30.7.27～30　3泊4日）
本県青年（19～26歳）19名、少年（中高生）20名が鹿児島県を訪問
［プログラム］・鹿児島県副知事表敬訪問

　　　        ・平田公園において薩摩義士に係わる講話
　　　・青少年によるグループ討議
　　　　　 　・明治維新１５０周年学習（維新ふるさと館見学）
［延べ参加者］本県1,646人　鹿児島県1,646人（計3,292人）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　県の代表として地域、年齢を超えた交流を行うことで、コミュニケーシ
ョン能力や自立性、責任感を養うことができた。また事前研修や本研修を通じて、両県の歴史や文化についてより理解するきっかけとなった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　〇：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	姉妹県盟約による友好交流を促進するとともに、次代の交流人材の育成を推進するため、必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　〇：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	参加者からは、他県、異年齢間の交流を通じ、知見が広がったなどの意見が寄せられた。また、参加した青少年の自主性・協調性が養われ、青少年の健全育成にも大きな効果が得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　〇：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○
	青年、少年の訪問を合同に実施することや、両県を１年ごとに交互に訪問するなど、効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
    姉妹県交流を両県民に広く認識するよう、広く事業について広報するとともに、幅広い地域、層から参加者を募る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今
後どのように取り組むのか
引き続き、青少年リーダーを育成するため、両県の歴史、文化、施策などを学び、今後の人生の糧となるよう交流事業の内容を充実していくとともに、姉妹県交流が関ヶ原をテーマに拡大していくところであり、本事業と他の交流事業を連携していくとともに、両県市町村や民間の交流に進展させていく。


